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J-REIT市場の投資環境
3月の都心オフィス市況
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2021年4月9日

3月の都心オフィス市況

2021年3月時点の東京都心5区のオフィス・ビル平均空室率（三⻤商事調べ）は5.42％と前月比0.18ポ

イント上昇しました。空室率の上昇は13カ月連続です。3月は既存ビルの大型空室に成約の動きは見られ

ましたが、集約などに伴う解約や新規供給の影響もあったため、空室率が上昇しました。平均賃料は

21,541円/坪と前月比で0.56％、前年同月比で4.66％下落しました。平均賃料の下落は8カ月連続です。

2020年のオフィス供給量は過去20年の中で2003年に次ぐ高水準となった模様で、新築ビルへのテナン

ト移転に伴う二次空室の発生が足元の空室率上昇の大きな要因です。またコロナ禍で業績が悪化した企業

の解約があった一方で、今後の事業環境が見通しにくいなかでテナントの成約に向けた動きが停滞してい

ることも空室率上昇に寄与したと考えられ、今後も同様の傾向が続く可能性があります。しかし、2021-

22年にオフィス供給量は低水準となる見込みです。加えて小規模な区画を中心にテナントの成約数が増加

している模様で、今後の需給悪化は緩やかなものになると想定しています。

今後オフィス市況を考える上で、重要となるのは景気動向、企業業績、オフィスワーカーを中心とした

雇用情勢です。国内での新型コロナウイルスのワクチン接種の進展と経済活動の正常化が期待される一方

で、在宅勤務の拡大などオフィス利用の在り方の変化がどの程度の規模となるのかにも注目しています。

そのなかでの二次空室の埋め戻しの進捗が今後注目されます。

（円/坪）

（出所）三⻤商事

※対象地区は都心5区（千代田区・中央区・港区・新宿区・渋谷区）。
※調査対象ビルは東京ビジネス地区内にある基準階面積が100坪以上の主要貸事務所ビル。建物全部の一括賃
貸など特殊な事情のあるビルは、調査対象に含まれておりません。

（2007年9月～ 2021年3月）

都心5区のオフィス・ビル賃料・空室率の推移（月次）
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